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   いつも大変お世話になり誠にありがとうございます。 

 本格的な秋の訪れはいつになるのだろうと感じる今日この頃ですが、私ども社会保険労務士の試験は近年、８月

下旬の暑い盛りに実施され、10～11月頃の秋口に合格者が発表されます。ちなみに、合格率は2015年の史上最難

関と言われた 2.6%は別格として、例年は概ね 6〜7%前後で推移しています。皆様ご存知のように労働・社会保険の

分野は毎年のように大きな法令改正が繰り返されており、その上でのこの厳しい合格率ですので、相当な高い壁と言

わざるを得ません。せめて合格後は、高難度＝高報酬といった公式が成り立てば皆の努力も報われるのでしょうが、

現実はなかなかそう上手くいかないのが歯痒いところです･･･。 

 さて、昨今の急激な賃上げにより、どの企業等においても“業務の効率化”が急務となっていることでしょう。弊所も

その例外ではなく、人員は容易に増やせないことを前提に、例えば、次のような取組みを行っています。 

① RPA の導入（社会保険手続における電子申請後の処理の自動化）※2025 年 9 月本格稼働開始 

② 電子申請の対象拡大（36 協定届、1 年変形届、就業規則変更届、各種助成金など）※順次移行中 

③ 就業規則等の AI を用いた作成・管理 ※準備中 

④ 給与明細書等の Web 化（Web 化未実施のお客様が希望すれば全社に対応）※準備中 

 他にも、Kintone の導入に始まり、ペーパレス化の推進、レベル別所内教育カリキュラムの充実、各種実務マニュア

ルの整備等々、とにかくここ２～３年かけて皆でコツコツと効率化を積み重ね、いよいよそれらの効果（労働時間や郵

送費等の削減）が少しずつ出始めているように感じています。今後は、特に上記④について、弊所に給与計算を委

託して頂いているお客様のご希望にもよりますが、お互いの効率化を図れたらと考えております。2026 年に開始でき

るよう準備を進め、準備が整いましたら順次ご案内させて頂きますので、その節はどうぞよろしくお願い申し上げま

す。 
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■全国加重平均は 1,118 円、上昇額は過去最高 

厚生労働省から、都道府県労働局に設置されている地方最低賃金審議会が答申した令和７年度の

地域別最低賃金の改定額（以下「改定額」）が公表されました。 

これは、2025 年８月４日に厚生労働大臣の諮問機関である中央最低賃金審議会が示した「令和７

年度地域別最低賃金額改定の目安について」などを参考として、各地方最低賃金審議会が調査・審

議して答申した結果を取りまとめたものです。 

 

■2025 年度 地方最低賃金審議会の答申のポイント 

・47 都道府県で、63 円～82 円の引上げ（引上げ額が 82 円は１県、81 円は１県、80 円は１県、79

円は１県、78 円は３県、77 円は２県、76 円は１県、74 円は１県、73 円は２県、71 円は４県、70

円は１県、69 円は２県、66 円は２県、65 円は８道県、64 円は９府県、63 円は８都府県） 

・改定額の全国加重平均額は 1,121 円（昨年度 1,055 円） 

・全国加重平均額 66 円の引上げは、昭和 53 年度に目安制度が始まって以降で最高額 

・最高額（1,226 円）に対する最低額（1,023 円）の比率は 83.4％（昨年度は 81.8％。なお、こ

の比率は 11 年連続の改善） 

 

今年度の最低賃金は、すべての都道府県で初めて 1,000 円を超えました。 

答申された改定額は、2025年10月１日から2026年３月31日までの間に順次発効される予定です。

なお、例年は大半が 10 月発効でしたが、2025 年度は 20 都道府県にとどまります。 

11 月が 13 府県、12 月が８県で、福島、徳島、熊本、大分は 2026 年１月、群馬と秋田は同３月に

発効します。

全都道府県で初の時給 1,000 円超 
地域別最低賃金の答申が出揃う 
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■厚労省の 2026 年度税制改正要望の背景 

2026 年度の要望では、医療・介護・年金・雇用・生活衛生分野に関する税制優遇措置の延長・拡

充が出されています。中でも、企業年金の税制見直し、生命保険料控除所得控除限度額の上乗せ、

設備投資支援、事業承継税制の延長、研究開発費の控除強化などは、企業の実務に影響してくるの

で注視する必要があります。 

 

■企業実務に関係する税制改正要望（抜粋） 

１ 年 金 

【企業年金積立金に対する特別法人税の撤廃または課税停止延長】 

  企業年金制度の普及・安定運営を支援する。 

２ 雇 用 

【財形住宅貯蓄制度の対象住宅要件の見直し】 

  住宅ローン控除要件の見直しと整合性を図る。 

３ 生活衛生 

【少額減価償却資産の即時償却特例の延長】 

中小企業が取得した 30 万円未満の資産を、年間 300 万円まで即時償却できる制度を延長する。 

【再編・統合に伴う税負担の軽減措置の延長】 

事業の再編・統合の際に承継した不動産に係る不動産所得税の軽減措置を延長する。 

【事業承継税制の特例承継計画の期限延長】 

承継計画の提出期限を一定期間延長するとともに、円滑な承継を促す。 

４ その他 

【生命保険料控除制度の拡充の恒久化】 

23 歳未満の扶養親族がいる従業員に対して控除枠を拡大する。 

 

以上、他省庁との共同要望も多いため、改正の可能性が高いと考えられます。今後の動きに注意

しましょう。  

厚生労働省の 2026 年度税制改正要望が 
公表されました 
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■「過重労働解消キャンペーン」期間中に重点的な監督指導が行われる予定 

厚生労働省は、毎年 10 月を「年次有給休暇取得促進期間」と位置づけ、労働者の年次有給休暇取

得を促進するための広報・啓発活動を展開しています。 

年次有給休暇は働く人の心身の健康保持や生活の質の向上にとって重要な制度であり、働き方改

革を推進するうえでも欠かせないものです。取得率は約 65％にとどまっており、政府は 2028 年度ま

でに 70％の達成を目指しています。企業においては、促進期間を一つの機会として、取得率向上に

向けた取組みが求められます。 

 

■年次有給休暇の年５日取得義務の確実な履行 

労働基準法の改正により、2019 年４月から使用者は年次有給休暇が 10 日以上付与される労働者に

対し、５日の年次有給休暇を取得させる義務を負っています（労働基準法第 39 条第７項）。 

この義務は、雇用形態にかかわらず該当するすべての労働者が対象です。取得義務を果たしてい

ない場合には、30 万円以下の罰金が科されることもあるため、法令を遵守した確実な管理が求めら

れます。 

年次有給休暇の取得促進には、計画的な業務運営や休暇の分散化に役立つ「年休の計画的付与制

度」や、働く人の事情に応じた柔軟な休み方を可能にする「時間単位年休」の活用も考えられます。 

 

■取得しやすい職場環境の整備を進める 

取得を促進するためには、計画的付与制度の活用や繁忙期を避けた時期の調整、管理職への周知

などが有効です。また、業務の割振りや職場内の雰囲気づくりといった面からも、取得しやすい環

境を整備していく必要があります。 

こうした取組みは、働く人の健康維持にとどまらず、モチベーションの向上や職場の定着率の改

善にもつながるものと考えられます。 

企業は、制度の趣旨を踏まえ、年次有給休暇の取得が円滑に進むような体制づくりを進めること

が求められます。  

10 月は「年次有給休暇取得促進期間」 
取得しやすい職場環境整備を促す 
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■雇用保険制度の改正 

厚生労働省から「雇用保険制度の主要指標」が公開され、雇用保険法の改正により 2025 年４月か

ら新設された出生後休業支援給付および育児時短就業給付の受給者数と支給金額が明らかとなりま

した。 

 

■出生後休業支援給付金とは 

共働き・共育てを推進するため、子の出生直後の一定期間に、両親ともに（配偶者が就労してい

ない場合などは本人が）14 日以上の育児休業を取得した場合に、最大 28 日間支給します。 

支給額は、原則として休業開始時賃金日額の 13％相当額を、休業期間の日数分（28 日が上限）で

す。育休中は健康保険料・厚生年金保険料が免除され、育児休業給付金は非課税のため、出生時育

児休業給付金または育児休業給付金で支給される休業開始時賃金日額の 67％と併せて手取り 10 割

相当の給付となります。 

 

■育児時短就業給付金とは 

仕事と育児の両立支援の観点から、育児中の柔軟な働き方として時短勤務制度を選択しやすくす

ることを目的に、２歳に満たない子を養育するために時短勤務（以下「育児時短就業」といいます。）

した場合に、育児時短就業前と比較して賃金が低下するなどの要件を満たすときに支給する給付金

です。 

支給額は、原則として育児時短就業中の各月に支払われた賃金額の 10％相当額です。 

 

■出生後休業支援給付の受給者数と支給金額 

・４月：125 人／2,941,000 円 

・５月：3,842 人／129,876,000 円 

・６月：11,379 人／411,681,000 円 

 

■育児時短就業給付の受給者数と支給金額 

・４月：-／-  

・５月：840 人／11,144,000 円  

・６月：14,369 人／292,963,000 円 

※育児時短就業給付については、初回の支給申請が令和７年５月以降に行われるため、令和７年

４月の支給実績はありません。 

申請する可能性がある場合に備え、制度の理解や書類の整備を進めておきましょう。 

出生後休業支援給付および 
育児時短就業給付の利用状況について 
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■電話、ＳＮＳ、メールでの相談が利用可能に 

厚生労働省は「働く人のメンタルヘルス・ポータルサイト こころの耳」の「こころの耳の相談

窓口」をリニューアルし、電話、ＳＮＳ、メールでの相談が利用できるようになりました。「ここ

ろの耳の相談窓口」は、働く人やその家族、企業の人事労務担当者を対象に、メンタルヘルス不調

やストレスチェック制度、過重労働による健康障害の防止対策などについての困りごと、悩みなど

を相談することができます。 

各相談窓口の特徴について紹介していきます。 

 

■働く人の「こころの耳電話相談」 

電話相談は、平日 17 時～22 時、土曜日・日曜日 10 時～16 時（祝日、振替休日、年末年始（12

月 29 日～１月３日）を除く）に実施しています。それ以外の時間は、自動応答メッセージが流れま

す。 

 

■働く人の「こころの耳ＳＮＳ相談」 

「電話ではうまく話せない」「電話で相談することが難しい状況」などの場合、ＳＮＳで相談で

きます。相談にはＬＩＮＥアプリの当相談窓口のアカウントへの「友だち登録」が必要です。受付

は、電話相談の 30 分前までとなっています。 

 

■働く人の「こころの耳メール相談」 

相談内容を文章にしてまとめて伝えたいなどの場合には、メールで相談することができます。「ご

相談の前に」・「利用規約」の同意のチェックボックスにチェックをして、メール相談専用フォー

ムに入力することができます。メールは 24 時間受け付けていますが、祝日、年末年始は対応を行っ

ていません。 

 

■相談する際の注意事項 

各相談窓口を利用する前には利用規約を読み、同意する必要があります。また、医療の是非の判

断などの医療行為にあたる内容や法律や税務等の専門的知識を必要とする相談、公的扶助や社会保

険、各種給付金などの適用や処遇などについては対応できませんのでご注意ください。 

各相談窓口の詳しい利用方法については以下のサイトをご確認ください。 

【厚生労働省「こころの耳 相談窓口」】 

https://kokoro.mhlw.go.jp/soudan/  

「こころの耳の相談窓口」がリニューアル 
されました 
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■被扶養者認定における年間収入要件の変更 

2025 年度税制改正において、19 歳以上 23 歳未満の親族等を扶養する場合における特定扶養控除

の要件の見直し等が行われました。これを踏まえ、扶養認定を受ける者（被保険者の配偶者を除く）

が 19 歳以上 23 歳未満である場合の年間収入要件の取扱いが変わり、日本年金機構のホームページ

では、変更内容の案内やＱ＆Ａを公表しています。 

 

■19 歳以上 23 歳未満の年間収入要件が「150 万円未満」に 

扶養認定日が 2025 年 10 月１日以降で、扶養認定を受ける者が 19 歳以上 23 歳未満の場合は、現

行の要件である「年間収入 130 万円未満」が「年間収入 150 万円未満」に変更になります。「年間

収入要件」以外の要件に変更はありません。 

年齢要件（19 歳以上 23 歳未満）は、扶養認定日が属する年の 12 月 31 日時点の年齢で判定されま

す。 

 

■Ｑ＆Ａ 

日本年金機構のＱ＆Ａでは、以下のようなことが示されています。 

〇あくまで年齢によって判断され、学生であることの要件は求めない。 

〇年間収入が150万円未満かどうかの判定は、従来と同様の年間収入の考え方により判定される。

具体的には、認定対象者の過去の収入、現時点の収入または将来の収入の見込みなどから、今後１

年間の収入を見込むこととなる。 

〇2025 年 10 月１日以降の届出で、2025 年 10 月１日より前の期間について認定する場合、19 歳以

上 23 歳未満の被扶養者にかかる年間収入の要件は 130 万円未満で判定する。 

 

同内容は従業員への周知も必要になりますので、よく確認しておきましょう。  

日本年金機構が公表した１９歳以上２３
歳未満の被扶養者認定要件変更のＱ＆Ａ 

 



 

 

  

 

 
 
  

 

 

 

 

 

 

8 

■年末調整のしかた～改正項目 

国税庁より「令和７年分 年末調整のしかた」（全 64 ページ、以下「パンフレット」という。）

が公表されました。今年の年末調整には複数の変更点があります。企業においては早めの確認と実

務への備えが大切です。パンフレットでは、「昨年と比べて変わった点」として、以下の３つが挙

げられています。 

１ 所得税の基礎控除の見直し等 

(1) 基礎控除の見直し：合計所得金額に応じて基礎控除額が 58 万円～95 万円に 

(2) 給与所得控除の見直し：最低保障額が 65 万円に 

(3) 特定親族特別控除の創設：所得者と生計を一にする年齢 19 歳以上 23 歳未満の親族で合計所

得金額が 58 万円超 123 万円以下の「特定親族」がいる場合、合計所得金額に応じて３万円～63 万円

を控除 

(4) 扶養親族等の所得要件の改正：同一生計配偶者・扶養親族の合計所得金額の要件が 58 万円以

下に 

２ 年末残高調書を用いた方式（調書方式）による住宅借入金等特別控除 

３ 令和８年分以後の給与の源泉徴収事務における留意事項 

※上記のほか、パンフレットの表紙には「通勤手当に係る非課税限度額の改正が行われる場合に

は、年末調整での対応が必要となることがあります」との注意書きもあり。 

 

誤りのない年末調整のためには、制度への従業員の理解が不可欠です。そのためにも、今回公表

されたパンフレットや 10 月に公開予定の「年末調整がよくわかるページ」（国税庁）を確認し、改

正点の周知に努めましょう。  

国税庁が「年末調整のしかた」を公表 
主に３つの変更点 
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■義務化対応から始める人事労務ＤＸの第一歩 

2025 年 1 月から、一定規模以上の事業所について労働安全衛生法関係書類の電子申請が義務化さ

れましたが、対応状況はいかがですか？ 「とりあえず義務に対応すれば良い」という考えでは、

大きなチャンスを逃しています。 

電子申請は、人事労務業務全体をデジタル化する絶好の機会です。これまで紙ベースで管理して

いた従業員情報、勤怠データ、各種申請書類を統合的にデジタル化することで、業務効率は大幅に

向上します。 

その恩恵は、特に多忙を極める中間管理職層にとって、とても大きいはずです。よくわからない

からといって後回しにしては、企業経営にとってマイナスにしかなりません。 

 

■データ活用で実現する戦略的人材マネジメント 

電子化の真の価値は、蓄積されたデータの活用にあります。勤怠パターン、休暇取得状況、各種

申請の傾向等の分析によって、これまで見えなかった課題が明らかになります。 

例えば、特定の部署で残業が集中している原因を数値で把握できれば、人員配置の最適化や業務

フローの改善につなげられます。 

さらに、データを基に、従業員一人ひとりの成長支援プランを策定したり、組織全体の生産性向

上施策を立案したりすることができます。 

ＤＸは「手段」であり「目的」ではありません。重要なのは、デジタル化によって得られた時間

とデータを、いかに組織の成長に活用するかです。義務化を機に、人事労務業務の在り方を根本的

に見直してみてはいかがでしょうか。 

ただし、個人情報保護法への対応やシステム選定など、専門的な知識が必要な部分は専門家のア

ドバイスを受けながら進めることをお勧めします。 

 

 人事労務のＤＸ化のご検討にあたっては、ぜひ当事務所にご相談ください。   

電子申請義務化の『その先』を考える 
真の価値は蓄積されたデータの活用 
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■最低賃金大幅引き上げ 

2025 年９月５日までに、最低賃金について、すべての都道府県の地方最低賃金審議会で答申が取

りまとめられ、それらの結果、初めて全都道府県で 1,000 円を超え、全国加重平均は 1,121 円とな

りました（現在の 1,055 円から過去最大の 66 円引上げ）。厚生労働省は、最低賃金の引上げに対応

する中小企業・小規模事業者に対する支援策として、９月５日から「業務改善助成金」の拡充を行

うことを発表しました。 

 

■業務改善助成金とは 

生産性向上に資する設備投資等（機械設備、コンサルティング導入や人材育成・教育訓練）を行

うとともに、事業場内最低賃金を一定額（各コースに定める金額）以上引き上げた場合、その設備

投資などにかかった費用の一部を助成するものです。 

 

■拡充内容１：申請可能な事業所が拡大 

従来、事業場内最低賃金と改定前の地域別最低賃金の差額が 50 円以内の事業所が対象であったと

ころを、事業場内最低賃金が「改定後の地域別最低賃金未満」までの事業所が対象となります。 

 

■拡充内容２：賃金引上げ計画の事前提出を省略可能に 

従来、賃金引上げ後の申請は不可（申請前に賃金引上げ計画を立て、申請後に賃金を引き上げる）

であったところ、2025 年９月５日から令和７年度当該地域の最低賃金改定日の前日までに賃金引上

げを実施していれば、賃上げ計画の事前提出が不要となります。 

 

■中小企業庁でも補助金拡充へ 

中小企業庁においても、以下の補助金の拡充（対象の拡大、要件緩和等の措置）を行うこととし

ています。 

① ものづくり補助金 

② ＩＴ導入補助金 

③ 中小企業省力化投資補助金（一般型）  

最低賃金引上げに向けた環境整備のため 
｢業務改善助成金｣が拡充されます！ 
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 10 日■ 

 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

 

 31 日■ 

 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第３期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 労働者死傷病報告の提出＜休業４日未満、７月～９月分＞［労働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険料の納付＜延納第２期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］

 

税務と労務の手続カレンダー 
（２０２５年１０月） 
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【編集後記】半世紀以上生きてきて、初めて知ることがまだまだある。最近、知人から「一口物に頬を焼く」

ということわざを教わった。ほんのひとくち口に入れた食べ物で火傷を負う、転じて、ちょっとしたことで大

きな失敗をしてしまうという教訓である。▼ 芸人の林家ぺーさん、パー子さんの自宅が火事で大きな被害を受

けた。火元はパー子さんが仏壇に灯したろうそくと見られる。愛猫四匹を失うも、ぺーさんは「舞台衣装が 1

枚だけ無事だった。それだけで幸せ」とメディアに語った。また、同門の林家たい平さんは、ペーさんを助け

るためのチャリティーイベントを企画しているとも。▼浅学の私にも知っていることわざがある。「災い転じ

て福となす」。ペーさんは 83歳。まだまだやれる。 


